
平成１８年３月期　　　決算短信（連結）

　　　　　　　平成１８年５月１５日

昭和鉄工株式会社 上場取引所　　　　　福岡証券取引所

５９５３ 本社所在都道府県　　福岡県

（ＵＲＬ　http://www.showa.co.jp）

役  職  名　　代表取締役社長 氏　　　名　　山  本  駿  一

役  職  名　　経  理  部  長

氏　　　名　　山  根  譲  治 ＴＥＬ  ( 092 ) 651 - 2931 (代表)

平成１８年 ５月１５日

無

１.１８年３月期の連結業績　(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)
 (１) 連結経営成績 （注）本決算短信中の金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　売　上　高 　営 業 利 益　　　　　　　　経 常 利 益

百万円 　％   　 百万円    　％            百万円 ％

  １４,８２０  (  △８.２)      １６０  (△４４.７)        　１７８  (△２９.６)

  １６,１３６  (  ２０.１)      ２９０  (１８０.６)        　２５３  (１４５.９)

        百万円      ％       円  銭　　　　円 　 銭　　　　 ％　　　　 ％　　　　％

 　  ４７ (△５６.３)       ５ ３９　　　 　         　 ０.８       １.０      １.２

 　１０８ (１４４.２)     １２ ５４　　　 　         　 ２.１       １.４      １.６

（注）①持分法投資損益         18年3月期  　  25百万円      17年3月期  　  27百万円

　　　②期中平均株式数(連結)   18年3月期   8,823,780株      17年3月期   8,679,972株

　　　③会計処理の方法の変更　　　　有 ・ 無　　　　

　　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

 (２) 連結財政状態

　　　総　資　産 　　 株 主 資 本 　 株主資本比率　　　1株当たり株主資本

百万円 　 百万円 　　　　　　％　　　　　円　　　　銭
　　  １９,２２２ 　　　  ６,０１２ 　　 ３１.３　　   ６７５　   １２
　　  １７,８４１ 　　　  ５,２８７ 　　 ２９.６　　   ５９９　   ７９

　(注) 期末発行済株式数(連結)　18年3月期　 8,906,212株　　 　17年3月期　 8,815,617株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 　 百万円 　　　   百万円　　　　　  　　百万円
　　　     ４２２ 　　 　  △２０１ 　   △３９　 　　　　 １,９９９
　　　     ３０５ 　　　　　 １９４ 　       ９　 　　　　 １,８１８

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
       連結子会社数　　４社　　持分法適用非連結子会社数　　－社　　持分法適用関連会社数　　１社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　 連結（新規）　　－社　（除外）　　－社　　　　持分法　（新規）　　－社　（除外）　　－社

２.１９年３月期の連結業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日)
　　　　　売　上　高 　　経 常 利 益　　　　　　　　　当期純利益

　　　百万円  百万円　　　　　　　　　　　百万円
          ６,５００ 　     △２５０　　　　　　　 　　  △１７０
        １５,６００ 　     　２５０　　　　　　　 　　    １２０

 (参考) 1株当たり予想当期純利益 (通期) 　　１３円　３８銭
 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり､実際の業績は今後の様々な要
   因によって予想数値と異なる場合があります｡
   なお､上記の業績予想に関する事項は4ページをご参照下さい｡

当 期 純 利 益

18年3月期

17年3月期
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17年3月期

18年3月期

中間期
通　期

18年3月期
17年3月期
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米国会計基準採用の有無
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　当社の企業集団は、当社、子会社４社及び関連会社２社で構成され、空調機器､熱源機器､環境製
品、橋の欄干製品、液晶表示製造用の熱処理炉装置、各種鋳物製品等の製造販売等及び工事請負を
主な事業内容としております。
　当社グループの事業に係わる位置づけ、事業の種類別セグメントの関連は次のとおりであります｡
　尚、下記事業区分は(セグメント情報)「事業の種類別セグメント情報」における事業区分と同一
であります。

当部門は当社において、ボイラー･ヒーター･バーナー･ファンコイルユニット・エアハンドリング
ユニット・ろ過器・家庭用及び業務用循環温浴器・空気清浄機・融雪機･超薄型面状ヒーター・空
調制御機器等の製造販売を行っているほか､子会社及び関連会社において一部製造、販売及びメン
テナンス、取替工事、製品運送業務等を行っております｡

当部門は当社において、液晶表示装置（ＬＣＤ）、プラズマ・ディスプレイ・パネル（ＰＤＰ）等
製造用の熱処理炉の製造販売を行っております。

当部門においては、橋の欄干、防護柵等の景観製品、残さ処理設備､ダクタイル鋳鉄・合金特殊鋳
造製品の製造販売及び空調設備・給排水衛生設備等の請負工事を行っております｡

事業の系統図は次のとおりであります｡

                製               製       工         製     工                     製

                品               品       事         品     事                     品

       不動産賃貸　　　　　　  　製

       損害保険代理等            品

子会社及び関連会社は次のとおりであります。
　子　会　社

㈱  ※1　  空調機器等の製造・販売
㈱  ※1　  空調機器、浄化槽、ボイラー、冷凍機等の販売
㈱  ※1　  ボイラー、空調機器等の販売・メンテナンス・取替工事
㈱  ※1  　業務請負、損害保険代理及び不動産の管理・賃貸

　関 連 会 社
 ※2　  空調機器等の製造・販売

　 　㈱  　　   循環温浴器等の取付、メンテナンス及び商品販売

　　 ※1 連結子会社   ※2 持分法適用関連会社

企業集団の状況

関連会社
 大連氷山空調設備
　　　　　有限公司

技
術
援
助

子会社
 昭和ﾄｰﾀﾙｻｰﾋﾞｽ㈱

業
務
請
負

子会社
 北海道昭和鉄工㈱

子会社
 昭和ネオス㈱
関連会社
 ㈱ｸﾘｰﾝｻﾎﾟｰﾄ

製
品
･
部
品

子会社
 朝日テック㈱

外
注
工
事

得        意        先

当               社

製
品

部
品

ク リ ー ン サ ポ ー ト

（サーモデバイス事業）

（ 空 調 関 連 事 業 ）

（ そ の 他 の 事 業 ）

大連氷山空調設備有限公司

北 海 道 昭 和 鉄 工
朝 日 テ ッ ク
昭 和 ネ オ ス
昭和トータルサービス
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経 営 方 針 
 
 
１．経営の基本方針 
 当社グループは、環境を考えるということが現代の企業の責務であると認識し、「地球環境にや

さしい、そして、よりよい生活環境の創造」を経営理念としております。その理念のもと長年、受

け継ぎ育んできた「誠実」という伝統を守りながら、顧客の皆様や社会のために役立つ企業であり

つづけることを経営基本方針としております。 
 
 
２．利益配分に関する基本方針 
 利益配分につきましては、株主に対し、安定的な配当の継続を最重要課題と位置づけており、加

えて企業業績を勘案し、配当を行うことを基本としております。また、今後予想される競争激化に

耐えうるための経営効率化、新規事業進出に備えるための内部留保の充実を勘案して決定する方針

をもっております。 
なお、当期の利益配当金につきましては、１株につき 5円にさせていただきます。 

 
 
３．中期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社グループは、創業 125 周年に当る平成 20 年度を最終年度とする経営計画「チャレンジ 1（ワ

ン）・2（ツー）・5（ファイブ）」を策定いたしました。 

これは、「適正な利益を安定的にあげ続ける体質の構築」を基本方針として、 

1．当社が 120 年余りの歴史の中で培ってきた技術と革新的な技術導入による新製品開発 

2．事業の選択と戦力の集中による利益の確保 

を重点課題として掲げた計画であり、これにより企業体質の強化に取り組んでまいります。 

これを実行する組織として、従来の事業部制を異なる事業文化ごとに 3文化 4本部、具体的には 

「管理本部、財務本部」、「素形材加工事業本部」、「機器・装置事業本部」に組替え、各々の本 
部がＲＯＡ：1％（ワン）・2％（ツー）・5％（ファイブ）を達成し、平成 20 年度には単体で 4億 

円＋αの営業利益を目指していきます。 

さらに、中期経営計画を推進していく基盤として、内部統制システムの構築、長期的な人材育成 

と全社的なコンプライアンス体制の定着を図り、より一層社会から信頼され選択されうる企業集団 

となるよう業務運営を推進してまいります。 

 

 
－２－



経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 

(1) 経 営 成 績 

(当期の概況) 
   当連結会計年度におけるわが国経済は、好調を維持する中国を中心としたアジアや堅調な米国向 

けの輸出主導型による大手企業の収益回復を背景とした設備投資が増加しました。また、企業収益 

の向上が雇用・所得へと波及し、個人消費にも明るい兆しが見え始めるなど、企業間格差は残るも 

のの全体としては緩やかながら回復基調で推移しました。 

   このような情勢の中で当社グループは、「サーモデバイス事業の収益安定化」、「環境空調事業 

の収益改善プロジェクトの達成」、「残さ処理設備事業の拡充」を重点課題として取り組み、収益 

基盤の構築に努めてまいりました。 

   サーモデバイス事業につきましては、競争激化による急激な価格低下に加えて、台湾を中心とし 

た海外パネルメーカーの設備投資抑制により売上が伸び悩むなか、設計の見直しを含めた大幅な原 

価低減を行ないました。 

韓国国内事情による国産化に対応するため、韓国企業に出資及び技術供与の契約を締結し、韓国 

  国内での売上拡大の足掛かりを得ることができました。 

   環境空調事業につきましては、材料費の値上げや空調関連製品の値下げ圧力が依然として続くな 

  か、徹底した原価低減及び採算性を重視した受注政策に取り組み、利益を確保することができまし 

た。 

残さ処理設備事業につきましては、前年度の納入実績を足掛かりに売上拡大を図ろうといたしま 

  したが、納入製品の改良に予想以上の時間を要し、期待通りの実績をあげることができませんでし 

た。 

この結果、当連結会計年度の当社グループの売上高は 148 億 2 千万円（前連結会計年度比 8.2％ 

減）、受注高につきましては 151 億 4 千 4 百万円（前連結会計年度比 5.3％増）となりました。 

損益面では、前年度に引き続き全社的な経費削減に努めましたものの、売上減少や価格低落が大 

きく影響し、経常利益は 1億 7 千 8 百万円（前連結会計年度比 29.6％減）となりました。 

また、特別利益に福利厚生施設の売却益 6千 8 百万円、特別損失に残さ処理設備事業における製 

品保証損失及びたな卸資産評価損等を 1億 5 百万円計上しました結果、当期純利益は 4千 7 百万円 

（前連結会計年度比 56.3％減）となりました。 

  

(セグメントの概況) 

・空調関連事業 

採算性を重視した受注政策により一部減少の影響があらわれましたが、販売代理店の直販の拡販 

努力が実をむすび、微減ながらほぼ前年度並みの売上を計上することが出来ました。 

  その結果、当事業の売上高は、80 億 5 百万円（前連結会計年度比 0.7％減）となりました。 

 

・サーモデバイス事業 

前年度までは急激な成長を遂げておりましたが、前年度後半より、特に台湾のパネルメーカーの 

設備投資意欲がやや長い踊り場の状況となっており、当年度は低調に推移いたしました。 

 その結果、当事業の売上高は、35 億 6 千 9 百万円（前連結会計年度比 15.6％減）となりました。 

 

・その他の事業 

都市景観事業の橋の欄干では大型物件完成で伸長いたしましたが、逆に前年度に完成した天神地 

下街の大型天井パネルが当年度はなくなり全体では減収、空調、給排水衛生設備を扱う請負工事は、 

大型物件の完成減少により減収となりました。 

その結果、その他の事業の売上高は、32 億 4 千 6 百万円（前連結会計年度比 15.6％減）となりま

した。 

 
 
 

 －３－



 
 

(次期の見通し) 
今後の経済の見通しにつきましては、企業の設備投資は増加基調にあり、雇用・所得の改善から 

個人消費の伸びも見込まれ、国内民間需要に支えられた景気回復はまだしばらくは続くものと思わ 

れます。しかしながら、原油価格高騰の長期化・米国や中国の景気後退・日銀の政策解除による金 

 金利上昇や円高等今後の懸念材料は多く、経営環境は予断を許さない状況が続くものと予想されま

す。 

この様な情勢の中で当社グループは、新中期 3ヶ年計画の初年度を向かえます。先に述べており 

ます経営計画「チャレンジ 1・2・5 」を一挙に実施するのは不可能であり、平成 18 年度は中期経営 

 計画達成の足場固めの年と位置づけております。 

特に各事業本部が新規事業、新製品の開発に意欲的に取り組めるよう社内開発助成金制度を設け 

「自分でやる」「協力する」「明るくやる」を行動指針にして推進してまいります。 

なお平成 18 年度通期の連結予想値につきましては､売上高 156 億円､経常利益 2億 5 千万円、当期 

純利益 1億 2 千万円を見込んでおります。 

 

(2) 財 政 状 態 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下｢資金｣という)は、19億9千9百万円となり、

前連結会計年度末より 1億 8 千万円増加致しました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
営業活動により増加した資金は、4億 2 千 2 百万円となりました。これは主に税金等調整前当期純

利益 1 億 4 千万円、減価償却費 2 億 6 千 8 百万円、たな卸資産の減少額 4 億 4 千 8 百万円、仕入債
務の増加額 2 億 7 千 4 百万円による増加と、売上債権の増加額 9 億 4 千 3 百万円による減少であり
ます。 
 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
投資活動により減少した資金は、2億 1 百万円となりました。これは主に有形・無形固定資産の売

却による収入 9 千万円による増加と、その他投資の取得による支出 1 億 8 千万円による減少であり
ます。 
 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動により減少した資金は、3千 9 百万円となりました。これは主に短期借入金の純増加額 1

億 9 千 6 百万円､長期借入れによる収入 1億円による増加と、長期借入金の返済による支出 3億 2 千
2 百万円による減少であります。 
 
 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 
  

平成 14年 3月期

 

 

平成 15年 3月期

 

 

平成 16年 3月期

 

 

平成 17年 3月期 

 

 

平成 18年 3月期

 

自 己 資 本 比 率 27.9％ 27.6％ 28.6％ 29.6％ 31.3％ 

時 価 ベ ー ス の 自 己 資 本 比 率 10.4％ 11.4％ 10.6％ 13.0％ 17.9％ 

債 務 償 還 年 数 97.9 年 25.5 年 39.2 年 18.8 年 13.5 年 

インタレスト･カバレッジ･レシオ 0.6 2.3 1.5 3.0 4.1 

     (注) 自己資本比率＝自己資本／総資産 

          時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 
          債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ･フロー 
          インタレスト･カバレッジ･レシオ＝営業キャッシュ･フロー／利払い 
      

※ 各指標は､いずれも連結ベースの財務数値により算出しております｡ 
      ※ 株式時価総額は､期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております｡ 
      ※ 営業キャッシュ･フローは､連結キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フローを 
         使用し､有利子負債は借入金を対象としております｡また､利払いについては､借入金利息を使用し 

ております｡ 
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連 結 貸 借 対 照 表

前連結会計年度 当連結会計年度

科   　   目 (平成１７年３月３１日) (平成１８年３月３１日)

金    額 構成比 金    額 構成比

[ 資 産 の 部 ]          百万円         ％          百万円         ％ 

 流  動  資  産   １０,０８５   ５６.５   １０,７５３   ５５.９       ６６７

現 金 及 び 預 金   １,８３２   １,９９９       １６６

受取手形及び売掛金等   ５,４９３   ６,４３７       ９４３

た な 卸 資 産   ２,３３６   １,８７７     △４５９

未 成 工 事 支 出 金      ２３８      ２４９         １０

繰 延 税 金 資 産        １２１        １１４         △７

そ の 他      ７４      ８４         １０

貸 倒 引 当 金    △１１    △９           ２

 固  定  資  産   ７,７５６   ４３.５   ８,４６８   ４４.１       ７１２

（有 形 固 定 資 産） ( ４,０１２ ） ( ２２.５ ) ( ３,８３２ ） ( ２０.０ )(　 △１８０)

建 物 及 び 構 築 物   １,４６５   １,３７３       △９２

機械装置及び運搬具      ６４７      ５７４       △７２

土 地   １,７３３   １,７３１         △２

建 設 仮 勘 定      　 ９      　 １３           ４

そ の 他      １５６      １３９       △１７

(無 形 固 定 資 産) (      １０６ ) ( 　０.６ ) (      １０４ ) ( 　０.５ )(　 　  △２)

(　　　　　　     ) ( ３,６３６ ) ( ２０.４ ) ( ４,５３１ ) ( ２３.６ )(　 　８９５)

投 資 有 価 証 券   ２,４８４   ３,６４２    １,１５８

長 期 貸 付 金 ２１ １８         △２

繰 延 税 金 資 産 ６７２ ２０４     △４６８

そ の 他 ５０５ ７１０       ２０４

貸 倒 引 当 金  △４７  △４４           ２

資 産 の 部 合 計 １７,８４１ １００.０ １９,２２２ １００.０    １,３８０

増　減

(△印 減)

投資その他の資産
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前連結会計年度 当連結会計年度

科   　   目 (平成１７年３月３１日) (平成１８年３月３１日)

金    額 構成比 金    額 構成比

[ 負 債 の 部 ]         百万円         ％         百万円         ％ 

 流  動  負  債 ９,２２９   ５１.７ ９,９１６   ５１.６ ６８７

支払手形及び買掛金等   ３,７０３   ３,９７７ ２７４

短 期 借 入 金   ４,５３１   ４,５２８ △３

未 払 費 用      ５１２      ５１９ ７

未 払 法 人 税 等        ５６        ６６ １０

そ の 他      ４２５      ８２５ ３９９

 固  定  負  債   ３,３２５   １８.７   ３,２９２   １７.１ △３２

長 期 借 入 金   １,１９７   １,１７５ △２２

退 職 給 付 引 当 金   １,５４８   １,５４２ △５

役員退職慰労引当金      １３８      １３２ △６

そ の 他      ４４０      ４４２ １

負 債 の 部 合 計 １２,５５４   ７０.４ １３,２０９   ６８.７ ６５５

　[ 資 本 の 部 ]

 資    本    金   １,６４１   ９.２   １,６４１   ８.５ －

 資 本 剰 余 金   １,９８４   １１.１   １,９９４   １０.４      １０

 利 益 剰 余 金 １,３０８   ７.３ １,３１１   ６.８ ３

３９９   ２.２ １,０５９   ５.５ ６５９

△１１   △０.０        ２０   ０.１ ３２

 △３４   △０.２ △１４   △０.０ １９

資 本 の 部 合 計 ５,２８７   ２９.６ ６,０１２   ３１.３ ７２５

負債及び資本の部合計 １７,８４１ １００.０ １９,２２２ １００.０ １,３８０

増　減

(△印 減)

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定
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連 結 損 益 計 算 書

前連結会計年度 当連結会計年度

平成１６年４月　１日から 平成１７年４月　１日から 増　減

平成１７年３月３１日まで 平成１８年３月３１日まで (△印 減)

金   額 百 分 比 金   額 百 分 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

１６,１３６  １００.０ １４,８２０  １００.０ △１,３１６

１２,９３７ ８０.２ １１,６８９ ７８.９ △１,２４８

３,１９９ １９.８ ３,１３１ ２１.１ △６７

販売費及び一般管理費 ２,９０８ １８.０ ２,９７０ ２０.０ ６２

２９０ １.８ １６０ １.１ △１３０

１２２ ０.８ １６０ １.１ ３８

２４ ３５ １０

２７ ２５ △２

６９ ９９ ２９

１５９ １.０ １４３ １.０ △１６

１０４ １０４ ０

５５ ３８ △１６

２５３ １.６ １７８ １.２ △７５

－ － ６８ ０.５ ６８

－ ６８ ６８

１７ ０.１ １０５ ０.７ ８８

－ ８３ ８３

－ １７ １７

－ ４ ４

１７ － △１７

税金等調整前当期純利益 ２３６ １.５ １４０ １.０ △９５

法人税､住民税及び事業税 ４０ ０.３ ６５ ０.５ ２５

法 人 税 等 調 整 額 ８６ ０.５ ２７ ０.２ △５９

１０８ ０.７ ４７ ０.３ △６１

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息 ･配当金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

当 期 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

そ の 他

そ の 他

特 別 利 益

科 目

特 別 損 失

( ) )(

持分法による投資利益

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益

製 品 保 証 損 失

た な 卸 資 産 評 価 損
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連 結 剰 余 金 計 算 書

前連結会計年度 当連結会計年度

平成１６年４月  １日から 平成１７年４月  １日から

平成１７年３月３１日まで 平成１８年３月３１日まで

金    額 金    額

百万円 百万円

(資本剰余金の部)

１,９８２ １,９８４

１ １０

１ １０

１,９８４ １,９９４

(利益剰余金の部)

１,２２１ １,３０８

１０８ ４７

１０８ ４７

２１ ４４

２１ ４４

１,３０８ １,３１１

(科 目 ) ( )

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

自 己 株 式 処 分 差 益

資 本 剰 余 金 増 加 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
科　　　　　　　目 自 平成16年4月 1日 自 平成17年4月 1日

至 平成17年3月31日 至 平成18年3月31日
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 ２３６ １４０
減価償却費 ２９０ ２６８
貸倒引当金の増減額 △４ △５
退職給付引当金の増減額 △０ △５
役員退職慰労引当金の増減額 １２ △６
受取利息及び受取配当金 △２４ △３５
支払利息 １０４ １０４
投資有価証券評価損 － ４
固定資産売却益 － △６８
持分法による投資利益 △２７ △２５
ゴルフ会員権評価損 １７ －
売上債権の増減額 ６ △９４３
たな卸資産の増減額 △５３７ ４４８
仕入債務の増減額 ２０５ ２７４
その他資産・負債の増減額 ８６ ３８９
そ　の　他 ２３ △３０
　　　　小　　　　 計 ３８７ ５０９
利息及び配当金の受取額 ５４ ６９
利息の支払額 △１０３ △１０２
法人税等の支払額 △３３ △５５

　営業活動によるキャッシュ・フロー ３０５ ４２２
投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △６８ △１４
定期預金の払戻による収入 ６２８ ２８
投資有価証券の取得による支出 △２５ △１０１
投資有価証券の売却等による収入 ４６ ６７
有形・無形固定資産の取得による支出 △３９９ △１０５
有形・無形固定資産の売却による収入 ０ ９０
貸付けによる支出 △１ △３
貸付金の回収による収入 ８ ６
その他の投資の取得による支出 △２９ △１８０
その他の投資の売却等による収入 ３５ １０

　投資活動によるキャッシュ・フロー １９４ △２０１
財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額 △３９０ １９６
長期借入れによる収入 １,２９０ １００
長期借入金の返済による支出 △９０２ △３２２
配当金の支払額 △２１ △４４
そ　の　他 ３４ ３０

　財務活動によるキャッシュ・フロー ９ △３９
　現金及び現金同等物の増減額 ５０９ １８０
　現金及び現金同等物の期首残高 １,３０９ １,８１８
　現金及び現金同等物の期末残高 １,８１８ １,９９９

連結貸借対照表の現金及び預金残高とキャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物期末残高との調整

現金及び預金 １,８３２ １,９９９
預入れ期間が３ケ月を超える定期預金 △１４ －
現金及び現金同等物 １,８１８ １,９９９

)( )(
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項
      すべての子会社を連結しております｡

４ 社
                 北海道昭和鉄工（株）
                 朝日テック（株）
                 昭和ネオス（株）
                 昭和トータルサービス（株）

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項
      持分法適用関連会社は､大連氷山空調設備有限公司１社
    であります｡
      持分法を適用していない関連会社１社（㈱クリーンサ
    ポート）については､当期純損益及び利益剰余金（持分に
    見合う額）等からみて､持分法の対象から除いても連結財
    務諸表に及ぼす影響が軽微であり､持分法の適用範囲から
    除外しております｡

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております｡

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法
      （イ）有価証券       （イ）有価証券
            その他有価証券             その他有価証券
              時価のあるもの               時価のあるもの
              　期末日の市場価格等に基づく時価法によっ
　　　　　　　ております｡（評価差額は全部資本直入法によ
              り処理し､売却原価は移動平均法により算定し
              ております。）
              時価のないもの               時価のないもの
                移動平均法による原価法によっております｡
      （ロ）たな卸資産       （ロ）たな卸資産
            製品、商品及び仕掛品は主として総平均法による
          原価法によっております。
            原材料は移動平均法による原価法によっておりま
          す｡
            未成工事支出金は個別法による原価法によってお
          ります｡
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
      （イ）有形固定資産       （イ）有形固定資産
            主として定率法によっております｡主な耐用年数
          は､建物及び構築物（3年～50年）、機械装置及び運
          搬具(4年～12年）であります｡
      （ロ）無形固定資産       （ロ）無形固定資産
            定額法によっております。
（３）重要な引当金の計上基準 （３）重要な引当金の計上基準
      （イ）貸倒引当金       （イ）貸倒引当金
　　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権
          については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定
          の債権については個別に回収可能性を検討し､回収
          不能見込額を計上しております。

前連結会計年度 当連結会計年度
平成16年4月 1日から
平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

平成17年4月 1日から

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

( ) ( )

連結子会社の数
連結子会社の名称

- 10 -



      （ロ）退職給付引当金       （ロ）退職給付引当金

            従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

          末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

          づき､当連結会計年度末において発生していると認

          められる額を計上しおります｡

            数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

          おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

          (10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発

          生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお

          ります｡

      （ハ）役員退職慰労引当金       （ハ）役員退職慰労引当金

            役員の退職慰労金の支出に備えるため､役員退職

          慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま

          す。

（４）重要なリース取引の処理方法 （４）重要なリース取引の処理方法

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

    以外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸

    借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 （５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

      消費税等の会計処理       消費税等の会計処理

        消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜方式によっ

      ております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

      連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法

    によっております｡

６．連結調整勘定の償却に関する事項 ６．連結調整勘定の償却に関する事項

      連結調整勘定は､原則として5年間で均等償却を行うこと

    とし､金額に重要性が乏しい場合には､発生した期に全額償

    却しております｡

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

      連結剰余金計算書は､連結会社の利益処分又は損失処理

    について､連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処

    理に基づいて作成しております｡

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

      連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及

    び現金同等物）は、手許資金､随時引き出し可能な預金及

    び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

    なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の

    到来する短期投資からなっております。

同　　左

同　　左

同　　左

前連結会計年度 当連結会計年度
平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から
平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

( ) ( )
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会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

　　当連結会計年度から｢固定資産の減損に係る会計基準｣

 （｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣

 （企業会計審議会 平成14年8月9日））及び｢固定資産の減

  損に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準委員会 平成

  15年10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を適用してお

  ります｡

　　これによる損益に与える影響はありません｡

平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

前連結会計年度 当連結会計年度
平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から( ) ( )
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

１．有形固定資産減価償却累計額 6,746 百万円 １．有形固定資産減価償却累計額 6,933 百万円

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 

240 百万円 294 百万円

442 百万円 428 百万円

9 百万円 9 百万円

552 百万円 552 百万円

700 百万円 965 百万円

                計 1,945 百万円                 計 2,248 百万円

３．投資有価証券には､貸付投資有価証券 486百万円が

   含まれております｡

４．偶発債務   ４．偶発債務   

    受取手形割引高   141 百万円     受取手形割引高   20 百万円
    受取手形裏書譲渡高  38 百万円

(リ－ス取引関係)

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの １．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リ－ス取引 以外のファイナンス・リ－ス取引
(１) リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 (１) リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　 額及び期末残高相当額 　 額及び期末残高相当額

　  取得価額相当額 487 百万円 　  取得価額相当額 474 百万円

　  減価償却累計額相当額 168 百万円 　  減価償却累計額相当額 198 百万円

　  期末残高相当額 319 百万円 　  期末残高相当額 275 百万円
 　 なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高の  　 なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高の

　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため､支払 　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため､支払

　利子込み法により算定しております｡ 　利子込み法により算定しております｡
(２) 未経過リ－ス料期末残高相当額 (２) 未経過リ－ス料期末残高相当額

　　　１　年　内 68 百万円 　　　１　年　内 68 百万円
　　　１　年　超 250 百万円 　　　１　年　超 206 百万円
　　　合　　　計 319 百万円 　　　合　　　計 275 百万円
　  なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は､未経過リース 　  なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は､未経過リース

  料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低   料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

  いため、支払利子込み法により算定しております｡   いため、支払利子込み法により算定しております｡
(３) 支払リ－ス料及び減価償却費相当額 (３) 支払リ－ス料及び減価償却費相当額

　　　支払リ－ス料 61 百万円 　　　支払リ－ス料 72 百万円

　    減価償却費相当額 61 百万円 　    減価償却費相当額 72 百万円
(４) 減価償却費相当額の算定方法 (４) 減価償却費相当額の算定方法

     リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　 によっております。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

  未経過リ－ス料   未経過リ－ス料

　　　１　年　内 16 百万円 　　　１　年　内 16 百万円
　　　１　年　超 62 百万円 　　　１　年　超 46 百万円
　　　合　　　計 78 百万円 　　　合　　　計 62 百万円

同　　左

当連結会計年度前連結会計年度

平成16年4月 1日から

平成17年3月31日まで

平成17年4月 1日から

平成18年3月31日まで

前連結会計年度

(平成17年3月31日)

当連結会計年度

(平成18年3月31日)

( ) ( )

受取手形及び売掛金等

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券

受取手形及び売掛金等

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

投 資 有 価 証 券
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(税効果会計関係)

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産 　　繰延税金資産

　　　繰越欠損金 40 百万円 　　　退職給付引当金 676 百万円

　　　退職給付引当金 671 百万円 　　　未払賞与 88 百万円

　　　未払賞与 71 百万円 　　　投資有価証券評価損 219 百万円

　　　投資有価証券評価損 238 百万円 　　　その他 53 百万円

　　　その他 44 百万円 　　　繰延税金資産　計 1,038 百万円

　　　繰延税金資産　計 1,066 百万円 　　繰延税金負債

　　繰延税金負債 　　　その他有価証券評価差額金 △719 百万円

　　　その他有価証券評価差額金 △271 百万円 　　　繰延税金負債　計 △719 百万円
　　　繰延税金負債　計 △271 百万円 　　繰延税金資産の純額 319 百万円
　　繰延税金資産の純額 794 百万円

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との (２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

   間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要    間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

　 な項目別の内訳 　 な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.4 % 　　法定実効税率 40.4 %

　　(調整) 　　(調整)

　　　損金不算入の費用 8.1 　　　損金不算入の費用 14.5

　　　住民税均等割額等 7.1 　　　住民税均等割額等 12.0

　　　益金不算入の収益 △1.8 　　　益金不算入の収益 △3.9

　　　その他 0.1 　　　親子会社間の税率差異 3.4

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.9 % 　　　その他 △0.2

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 66.2 %

(退職給付関係)

(１) 採用している退職給付制度の概要 (１) 採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として､適格 　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として､適格

　退職年金制度及び退職一時金制度を設けております｡ 　退職年金制度及び退職一時金制度を設けております｡

(２) 退職給付債務に関する事項 (２) 退職給付債務に関する事項
　　　退職給付債務 △3,269 百万円 　　　退職給付債務 △3,243 百万円
　　　年金資産残高 1,461 百万円 　　　年金資産残高 1,599 百万円

　　　未積立退職給付債務 △1,808 百万円 　　　未積立退職給付債務 △1,643 百万円

　　　未認識数理計算上の差異 259 百万円 　　　未認識数理計算上の差異 100 百万円

　　　退職給付引当金 △1,548 百万円 　　　退職給付引当金 △1,542 百万円

(３) 退職給付費用の内訳 (３) 退職給付費用の内訳

　　　勤務費用 141 百万円 　　　勤務費用 137 百万円

　　　利息費用 97 百万円 　　　利息費用 98 百万円

　　　期待運用収益 △41 百万円 　　　期待運用収益 △43 百万円

　　　数理計算上の差異の費用処理額 39 百万円 　　数理計算上の差異の費用処理額 37 百万円

　　　退職給付費用　計 236 百万円 　　　退職給付費用　計 229 百万円

(４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 (４) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 　　退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準
　　　割引率     3.0% 　　　割引率     3.0%

　　　期待運用収益率     3.0% 　　　期待運用収益率     3.0%

　　　数理計算上の差異の処理年数     10年　定額法 　　　数理計算上の差異の処理年数     10年　定額法

当連結会計年度前連結会計年度

平成16年4月 1日から

平成17年3月31日まで

平成17年4月 1日から

平成18年3月31日まで

前連結会計年度

平成17年3月31日まで

当連結会計年度

平成18年3月31日まで

平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から

( ) ( )

( ) ( )
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生産、受注及び販売の状況

１．生 産 実 績

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１６年４月　１日 自　平成１７年４月　１日
至　平成１７年３月３１日 至　平成１８年３月３１日

空 調 関 連 事 業              6,374              5,724

サーモデバイス事業              3,935              2,718

そ の 他 の 事 業              2,978              3,074

合　　　計             13,288             11,516

２．受 注 状 況

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

自　平成１６年４月　１日 自　平成１７年４月　１日
至　平成１７年３月３１日 至　平成１８年３月３１日

受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高

空 調 関 連 事 業        　8,048          　935        　8,033          　963

サーモデバイス事業          2,901          1,632          3,732          1,795

そ の 他 の 事 業          3,435          　699          3,378          　832

合　　　計         14,385          3,266         15,144          3,590

３．販 売 実 績

(単位：百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

事 業 区 分 自　平成１６年４月　１日 自　平成１７年４月　１日
至　平成１７年３月３１日 至　平成１８年３月３１日

空 調 関 連 事 業             　8,059             　8,005

サーモデバイス事業               4,230               3,569

そ の 他 の 事 業               3,846               3,246

合　　　計              16,136              14,820

(

(

)

)

事 業 区 分 (

(

)

)( )

( )事 業 区 分 ( )

(

((

(

(

(

(((
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セグメント情報

１． 事業の種類別セグメント情報 (単位:百万円)

　自  平成１６年 ４月  １日

　至  平成１７年 ３月３１日

空調関連 ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ その他の 消    去

事　　業 事    業 事　　業 又は全社

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上     高

 (1) 外部顧客に対する売上高 8,059 4,230 3,846 16,136 　　　－ 16,136

 (2) セグメント間の内部売上高又は 374 　　　－ 757 1,131 (1,131) 　　　－

     振替高

計 8,433 4,230 4,604 17,268 (1,131) 16,136

    営   業   費   用 8,378 3,950 4,681 17,010 (1,164) 15,846

    営業利益又は営業損失(△) 54 280 △ 77 257 33 290

Ⅱ  資産､減価償却費及び資本的支出

    資             産 6,008 2,876 3,730 12,614 5,227 17,841

    減  価  償  却  費 127 84 78 290 　　　－ 290

    資  本  的  支  出 43 330 25 399 　　　－ 399

(単位:百万円)

　自  平成１７年 ４月  １日

　至  平成１８年 ３月３１日

空調関連 ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ その他の 消    去

事　　業 事    業 事　　業 又は全社

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売     上     高

 (1) 外部顧客に対する売上高 8,005 3,569 3,246 14,820 　　　－ 14,820

 (2) セグメント間の内部売上高又は 265 　　　－ 652 918 (918) 　　　－

     振替高

計 8,270 3,569 3,898 15,738 (918) 14,820

    営   業   費   用 8,118 3,561 3,930 15,611 (951) 14,659

    営業利益又は営業損失(△) 152 8 △ 32 127 33 160

Ⅱ  資産､減価償却費及び資本的支出

    資             産 5,920 3,181 4,048 13,150 6,071 19,222

    減  価  償  却  費 119 81 67 268 　　　－ 268

    資  本  的  支  出 44 31 28 105 　　　－ 105

(注) １．事業区分は内部管理上使用している区分によっております。

　   ２．各事業の主な製品

　     ◎               ------ ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ､ｴｱﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄ､ﾎﾞｲﾗｰ､ﾊﾞｰﾅｰ､循環温浴器､空気清浄

　     　　　　　　　　　　    機等

　     ◎               ------ 液晶表示装置(LCD)製造用の熱処理炉等

　     ◎               ------ 景観製品､残さ処理設備､空調設備工事､各種鋳物製品等

計 連 結

前 連 結 会 計 年 度

計 連 結

当 連 結 会 計 年 度

( )

( )

ｻｰﾓﾃﾞﾊﾞｲｽ事業

その他の事業

空調関連事業
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２．所在地別セグメント情報

　　 前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）及び当連結会計年度

　　 (自　17年4月1日　至　平成18年3月31日)
　　  全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本

　　  の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略

　　  しております。

３．海外売上高

　　 前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）及び当連結会計年度

　　 (自　17年4月1日　至　平成18年3月31日)
　　  海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略してお

　　  ります。
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（有価証券関係）

１．前連結会計年度

（１）その他有価証券で時価のあるもの(平成17年3月31日)
(単位:百万円)

連結貸借対照表

計上額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

　　　①株式 １,４８３ ２,１７０ 　６８７

　　　②その他   　 １５ 　 　２１ 　　　６

        小   計 １,４９９ ２,１９２ 　６９３

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

　　　①株式  　１５５ 　 １３５   △２０

　　　②その他 　　 １７ 　　 １５ 　　△２

        小   計 　 １７３ 　 １５０   △２２

        合   計 １,６７２ ２,３４３ 　６７１

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年4月1日　至 平成17年3月31日)

　　　　売却額　　　　　　売却益の合計額　　　　売却損の合計額

     　46百万円              6百万円        　　 1百万円

（３）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年3月31日)

　　   その他有価証券

　　　　非上場株式(店頭売買株式を除く) 137百万円

（４）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年3月31日)
(単位:百万円)

　　　　　　　　　　　　　　1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

　　　　その他　　　　　　　　　－　　 １６ ６ －

２．当連結会計年度

（１）その他有価証券で時価のあるもの(平成18年3月31日)
(単位:百万円)

連結貸借対照表

計上額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

　　　  株式 １,５７８ ３,３６９ １,７９０

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

　　　  株式  　１５０ 　 １２７   △２２

        合   計 １,７２８ ３,４９６ １,７６７

（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年4月1日　至 平成18年3月31日)

　　　　売却額　　　　　　売却益の合計額　　　　売却損の合計額

     　67百万円             29百万円        　　 1百万円

（３）時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年3月31日)

　　   その他有価証券

　　　　非上場株式(店頭売買株式を除く) 142百万円

差 額取 得 原 価

差 額取 得 原 価
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（デリバティブ取引関係）

　　前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）及び当連結会計年度（自　平成

　　17年4月1日　至　平成18年3月31日)

　　　取引の時価等に関する事項

　　　当社グループのデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

　　前連結会計年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）及び当連結会計年度（自　平成

　　17年4月1日　至　平成18年3月31日)

　　  該当事項はありません。
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平成１８年３月期　　　個別財務諸表の概要

　　　　　　　平成１８年５月１５日

昭和鉄工株式会社 上場取引所　　　　　福岡証券取引所

５９５３ 本社所在都道府県　　福岡県

（ＵＲＬ　http://www.showa.co.jp）

役  職  名　　代表取締役社長 氏　　　名　　山  本  駿  一

役  職  名　　経  理  部  長

氏　　　名　　山  根  譲  治 ＴＥＬ  ( 092 ) 651 - 2931 (代表)

平成１８年 ５月１５日 中間配当制度の有無 　有・無

平成１８年 ６月２９日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）･無

平成１８年 ６月３０日

１.１８年３月期の業績　(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)

 (１) 経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　売　上　高 　営 業 利 益　　　　　　　　経 常 利 益

百万円 　％   　 百万円    　％            百万円 ％

   １２,７１３  ( △１２.４)        ７１  (△６７.３)         １１５ (   △４５.２)

   １４,５０５  (   ２３.９)      ２１９  (３２５.２)         ２１０ (   ２３９.０)

        百万円      ％        円  銭　　　　円 　 銭　　　　 ％　　　　 ％　　　　％

 　　２１ (△７４.６)   　　２ ４８　　 　      　　   　０.４     ０.７      ０.９
 　　８６ (３０７.１)   　　９ ９４　　　 　      　　 　１.７     １.３      １.５

（注）①期中平均株式数   18年3月期 8,823,780株        17年3月期   8,679,972株

　　　②会計処理の方法の変更　　　　有 ・ 無　　　　

　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

 (２) 配当状況
　　  １ 株 当 た り 年 間 配 当 金　　　 配当金総額　　　　　　　　　    株主資本

    中　間　　　 期　末　　　 (年　間）　　　　　　　　　　　 配 当 率

　 　円  銭 　 　 円   銭  円   銭 百万円　　　　　　 ％　　　　　　 ％

　 ５  ００   ０　００　     ５　００　　   ４４　　    ２００.９　   　  ０.８

　 ５  ００   ０　００　     ５　００　　   ４４　　      ５０.３　   　  ０.９

（３）財政状態

　　　 総　資　産 　　　株 主 資 本 　株主資本比率

百万円 　 百万円 　　　　　　％　　　　　円　　　　銭
　　   １７,９３０ 　　　  ５,７９１ 　  ３２.３　　　  ６５０　　 ２７
　　   １６,７９５ 　　　  ５,１２５ 　  ３０.５　　　  ５８１　　 ４５

(注）①期末発行済株式数　18年3月期　 8,906,212株　　　 17年3月期　8,815,617 株

  ②期末自己株式数　　18年3月期　    63,788株　　　 17年3月期　  154,383 株

２.１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日)
１株当たり年間配当金

 中　間　　　   期　末

　　百万円 　　　　百万円 　百万円 円　　銭　　　円 　 銭　　  円　　銭

 中間期　　　５,５００ 　△３００       △２００ 　０　００　　　　　　　　　 ０　００

 通  期　　１３,５００ 　　１５０　　　　 　６０  　   　 　　　５　００　　　５　００

 (参考) 1株当たり予想当期純利益 (通期) 　６円 ６９銭

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり､実際の業績は今後の様々な要因

   によって予想数値と異なる場合があります｡

   なお､上記の業績予想に関する事項は4ページをご参照下さい｡

17年3月期

当 期 純 利 益

18年3月期

17年3月期

18年3月期

18年3月期
17年3月期

18年3月期

17年3月期

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

問 合 せ 先 責 任 者

決算取締役会開催日

定時株主総会開催日

１株当たり
当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

配 当 性 向

１ 株 当 た り
株 主 資 本

売 上 高 経常利益 当期純利益

代 表 者

配当支払開始予定日
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比 較 貸 借 対 照 表

　科   　   目 (平成１７年３月３１日) (平成１８年３月３１日)

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 (△印 減)

[ 資  産  の  部 ] 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 流  動  資  産    ９,４４３   ５６.２    ９,８８０   ５５.１  　   ４３７

現 金 及 び 預 金    １,５０７    １,５９３      　 ８６

受 取 手 形    １,９９７    １,７５２  　 △２４５

売 掛 金    ３,３２４    ４,３３２    １,００７

製 品    　 ３０７    　 ３０５  　     △１

原 材 料       ４９５       ４５４       △４１

仕 掛 品    １,４５０    １,０２０  　 △４３０

未 成 工 事 支 出 金         ９９       １７２       　７２

前 払 費 用         １５         １６  　   　　０

繰 延 税 金 資 産       １０６         ８５       △２１

そ の 他       １４５       １５４  　   　　９

貸 倒 引 当 金         △８         △６  　   　　１

 固  定  資  産    ７,３５２   ４３.８    ８,０４９   ４４.９     　６９７

( 　　　　　　　　 ) (  ３,５１８) ( ２１.０) (  ３,３４６) ( １８.７) (   △１７１)

建 物    １,１６９    １,０７２    　 △９６

構 築 物         ３７         ４６  　   　　９

機 械 及 び 装 置       ６０９       ５３９    　 △７０

車 輌 運 搬 具         　７         　６  　     △１

工 具 ･ 器 具 ･ 備 品       １４６       １３３    　 △１３

土 地    １,５３７    １,５３５  　   　△２

建 設 仮 勘 定           ９         １３  　   　　４

( 　　　　　　　　 ) (     １０５ ) (   ０.６) (     １０３) (   ０.６) ( 　　　△２)

( 投資その他の資産 ) (  ３,７２８ ) ( ２２.２) (  ４,６００) ( ２５.６) (     ８７１)

投 資 有 価 証 券    ２,４６５    ３,６１９    １,１５４

関係会社株式･出資金       ４０４       ４０４ 　　　　　－

長 期 貸 付 金       　２１       　１８  　   　△２

繰 延 税 金 資 産       ６６１       ２０１  　 △４５９

そ の 他       ２２０       ４０１  　   １８０

貸 倒 引 当 金   △    ４４   △    ４４  　   　△０

資 産 の 部 合 計  １６,７９５ １００.０  １７,９３０ １００.０    １,１３５

前事業年度 当事業年度
増 減

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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前事業年度 当事業年度

　科   　   目 (平成１７年３月３１日) (平成１８年３月３１日)

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 (△印 減)

[ 負  債  の  部 ] 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 流  動  負  債  　８,６４２   ５１.５  　９,１２３   ５０.９     　４８０

支 払 手 形    ２,１７４    ２,０８５     　△８９

買 掛 金    １,１２３    １,３１８     　１９５

短 期 借 入 金    ４,４５０    ４,４５０ 　　　　　－

未 払 金       　５９       　５０     　  △８

未 払 費 用       ４６２       ４５２     　△１０

未 払 法 人 税 等       　３５       　３３     　  △１

前 受 金         ３５         ４６     　　１０

預 り 金       ２８９       ６３９     　３５０

そ の 他       　１３       　４６     　　３３

 固  定  負  債    ３,０２７   １８.０    ３,０１６   １６.８     　△１０

長 期 借 入 金       ９００       ９００ 　　　　　－

預 り 保 証 金       ４４１       ４４２  　   　　０

退 職 給 付 引 当 金    １,５４７    １,５４１     　  △５

役員退職慰労引当金       １３８       １３２     　  △６

負 債 の 部 合 計  １１,６６９   ６９.５  １２,１３９   ６７.７     　４６９

[ 資  本  の  部 ]

 資    本    金    １,６４１     ９.８    １,６４１     ９.２ 　　　　　－

 資 本 剰 余 金    １,９８４   １１.８    １,９９４   １１.１  　   　１０

資 本 準 備 金    １,８３２    １,８３２ 　　　　　－

その他資本剰余金       １５１       １６２  　   　１０

 利 益 剰 余 金    １,１３６     ６.８    １,１１４     ６.２     　△２２

任 意 積 立 金    １,０００    １,０００ 　　　　　－

当 期 未 処 分 利 益       １３６       １１４     　△２２

 その他有価証券評価差額金       ３９７     ２.３    １,０５５     ５.９     　６５７

 自  己  株  式       △３４   △０.２       △１４   △０.１  　   　１９

資 本 の 部 合 計    ５,１２５   ３０.５    ５,７９１   ３２.３     　６６５

 １６,７９５ １００.０  １７,９３０ １００.０    １,１３５

増 減

負債及び資本の部合計
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比 較 損 益 計 算 書

前事業年度 当事業年度

平成１６年４月  １日から 平成１７年４月  １日から 増    減

平成１７年３月３１日まで 平成１８年３月３１日まで (△印 減)

金    額 百 分 比 金    額 百 分 比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 

 １４,５０５  １００.０  １２,７１３  １００.０  △１,７９１

 １２,４３０    ８５.７  １０,８５３    ８５.４  △１,５７６

   ２,０７５    １４.３    １,８５９    １４.６  　 △２１５

販売費及び一般管理費    １,８５５    １２.８    １,７８８    １４.０     　△６７

      ２１９      １.５         ７１      ０.６  　 △１４８

      １４５      １.０       １９２      １.５     　  ４６

        ５０         ６７     　  １６

        ９５       １２５     　  ２９

      １５４      １.０       １４８      １.２     　  △６

        ９４         ９４     　　　０

        ６０         ５３     　  △６

      ２１０      １.５       １１５      ０.９     　△９５

特 別 利 益      　　 －       　－       　６８      ０.５       　６８

     　　 －       　６８       　６８

特 別 損 失       　１７      ０.２       １０５      ０.８       　８８

     　　 －       　８３       　８３

     　　 －       　１７       　１７

     　　 －       　  ４     　　　４

      　１７      　　 －     　△１７

      １９３      １.３       　７７      ０.６  　 △１１５

      　１５      ０.１       　２１      ０.１     　　　６

      　９１      ０.６       　３４      ０.３     　△５６

 　　 　８６      ０.６  　　 　２１      ０.２     　△６４

　　  　５０ 　　  　９２       　４２

      １３６       １１４     　△２２

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息・配当金

雑 収 入

出
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営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支

経 常 利 益

税引前当期純利益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

( )(科 目 )

ゴルフ会員権評価損

投資有価証券評価損

た な 卸 資 産 評 価 損

固 定 資 産 売 却 益

製 品 保 証 損 失



前 期 利 益 処 分 案 当 期 利 益 処 分 案

科　　　目 平成17年3月期 科　　　目 平成18年3月期

百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 １３６ 当 期 未 処 分 利 益 １１４

利　益　処　分　額 利　益　処　分　額

　配 当 金 ４４ 　配 当 金 ４４

(1株につき5.0円) (1株につき5.0円)

次 期 繰 越 利 益 ９２ 次 期 繰 越 利 益 ７０

（注）その他資本剰余金151百万円は、次期に繰 （注）その他資本剰余金162百万円は、次期に繰

　　　り越すこととしております。 　　　り越すこととしております。
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．重要な資産の評価基準及び評価方法 １．重要な資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券 （１）有価証券
      子会社株式及び関連会社株式       子会社株式及び関連会社株式
         移動平均法による原価法によっております。
      その他有価証券       その他有価証券
        時価のあるもの         時価のあるもの
          期末日の市場価格等に基づく時価法によっておりま
　　     す｡（評価差額は全部資本直入法により処理し､売却
         原価は移動平均法により算定しております。）
        時価のないもの         時価のないもの
          移動平均法による原価法によっております｡
（２）たな卸資産 （２）たな卸資産

　　 ております｡
      原材料は移動平均法による原価法によっております｡
      未成工事支出金は個別法による原価法によっておりま
     す｡

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産 （１）有形固定資産
       定率法によっております。但し、平成10年4月1日以降        定率法によっております。但し、平成10年4月1日以降
     に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定      に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定
     額法を採用しております｡なお､同日以降､前事業年度末日      額法を採用しております｡主な耐用年数は、建物(3年～
     までにおいて建物の新規取得はありません｡主な耐用年数      50年)、機械及び装置(12年）であります｡
     は、建物(3年～50年)、機械及び装置(12年）であります｡

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産
      定額法によっております。

３．重要な引当金の計上基準 ３．重要な引当金の計上基準
（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金
　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権につい
     ては貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債権につい
     ては個別に回収可能性を検討し､回収不能見込額を計上し
     ております｡
（２）退職給付引当金 （２）退職給付引当金
      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
     退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､当事業年度
     末において発生していると認められる額を計上しており
     ます｡
      数理計算上の差異は､各事業年度の発生時における従業
     員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定
     額法に按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用
     処理することとしております｡
（３）役員退職慰労引当金 （３）役員退職慰労引当金
      役員の退職慰労金の支出に備えるため､役員退職慰労金
     規程に基づく期末要支給額を計上しております。

４．重要なリース取引の処理方法 ４．重要なリース取引の処理方法
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以
　 外のファイナンス・リース取引については､通常の賃貸借取
   引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理 ５．消費税等の会計処理
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
　 ります。

  　  製品及び仕掛品は主として総平均法による原価法によっ

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

前事業年度 当事業年度
平成16年4月 1日から
平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

平成17年4月 1日から

同　　左

同　　左

同　　左

同　　左

( ) ( )
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会計処理の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

　　当事業年度から｢固定資産の減損に係る会計基準｣（｢固

  定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣（企

  業会計審議会 平成14年8月9日））及び｢固定資産の減損に

  係る会計基準の適用指針｣（企業会計基準委員会 平成15年

  10月31日 企業会計基準適用指針第6号）を適用しておりま

  す｡

　　これによる損益に与える影響はありません｡

平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

前事業年度 当事業年度
平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から( ) ( )
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注記事項

(貸借対照表関係)

１．有形固定資産減価償却累計額 6,446 百万円 １．有形固定資産減価償却累計額 6,613 百万円

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産

240 百万円 294 百万円

190 百万円 179 百万円

9 百万円 9 百万円

364 百万円 364 百万円

700 百万円 965 百万円

                計 1,505 百万円                 計 1,812 百万円

３．投資有価証券には､貸付投資有価証券 486百万円が

   含まれております｡

４．偶発債務     ４．偶発債務     

30 百万円 27 百万円

(損益計算書関係)

１．関係会社との取引高 １．関係会社との取引高 

2,007 百万円 1,963 百万円

1,047 百万円 1,027 百万円

132 百万円 94 百万円

(リ－ス取引関係)

１．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの １．リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リ－ス取引 以外のファイナンス・リ－ス取引
(１) リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 (１) リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　 額及び期末残高相当額 　 額及び期末残高相当額
　  取得価額相当額 466 百万円 　  取得価額相当額 457 百万円
　  減価償却累計額相当額 156 百万円 　  減価償却累計額相当額 187 百万円
　  期末残高相当額 310 百万円 　  期末残高相当額 270 百万円
 　 なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高の  　 なお、取得価額相当額は、未経過リ－ス料期末残高の
　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため､支払 　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため､支払
　利子込み法により算定しております｡ 　利子込み法により算定しております｡
(２) 未経過リ－ス料期末残高相当額 (２) 未経過リ－ス料期末残高相当額
　　　１　年　内 64 百万円 　　　１　年　内 66 百万円
　　　１　年　超 245 百万円 　　　１　年　超 204 百万円
　　　合　　　計 310 百万円 　　　合　　　計 270 百万円
　  なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は､未経過リース 　  なお、未経過リ－ス料期末残高相当額は､未経過リース
  料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低   料期末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
  いため、支払利子込み法により算定しております｡   いため、支払利子込み法により算定しております｡
(３) 支払リ－ス料及び減価償却費相当額 (３) 支払リ－ス料及び減価償却費相当額
　　　支払リ－ス料 57 百万円 　　　支払リ－ス料 69 百万円
　    減価償却費相当額 57 百万円 　    減価償却費相当額 69 百万円
(４) 減価償却費相当額の算定方法 (４) 減価償却費相当額の算定方法
     リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　 によっております。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引
  未経過リ－ス料   未経過リ－ス料
　　　１　年　内 16 百万円 　　　１　年　内 16 百万円
　　　１　年　超 62 百万円 　　　１　年　超 46 百万円
　　　合　　　計 78 百万円 　　　合　　　計 62 百万円

前事業年度 当事業年度

(平成17年3月31日) (平成18年3月31日)

当事業年度

平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から

平成18年3月31日まで

同　　左

前事業年度 当事業年度

平成17年3月31日まで 平成18年3月31日まで

平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から

平成17年3月31日まで

前事業年度

( ) ( )

保 証 債 務 保 証 債 務

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

( ) ( )

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

保 証 債 務

( )

売 上 高

仕 入 高

営業取引以外の取引高

( )

投 資 有 価 証 券投 資 有 価 証 券

受 取 手 形

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

建 物 及 び 構 築 物

投 資 有 価 証 券

土 地

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

投 資 有 価 証 券

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

投 資 有 価 証 券

建 物 及 び 構 築 物

土 地

機械装置及び運搬具

投 資 有 価 証 券投 資 有 価 証 券

土 地

投 資 有 価 証 券

土 地
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(有価証券関係)
  前事業年度（自　平成16年4月1日　至　平成17年3月31日）及び当事業年度（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日）
　　いずれも子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡

(税効果会計関係)

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産 　　繰延税金資産

　　　繰越欠損金 33 百万円 　　　退職給付引当金 676 百万円

　　　退職給付引当金 671 百万円 　　　未払賞与 66 百万円

　　　未払賞与 60 百万円 　　　投資有価証券評価損 216 百万円

　　　投資有価証券評価損 235 百万円 　　　その他 42 百万円

　　　その他 36 百万円 　　　繰延税金資産　計 1,002 百万円

　　　繰延税金資産　計 1,037 百万円 　　繰延税金負債

　　繰延税金負債 　　　その他有価証券評価差額金 △716 百万円

　　　その他有価証券評価差額金 △270 百万円 　　　繰延税金負債　計 △716 百万円

　　　繰延税金負債　計 △270 百万円 　　繰延税金資産の純額 286 百万円

　　繰延税金資産の純額 767 百万円

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との (２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

   間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要    間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

　 な項目別の内訳 　 な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.4 % 　　法定実効税率 40.4 %

　　(調整) 　　(調整)

　　　損金不算入の費用 9.6 　　　損金不算入の費用 20.9

　　　住民税均等割等 7.8 　　　住民税均等割等 19.3

　　　その他 △2.5 　　　益金不算入の収益 △7.0

　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.3 % 　　　その他 △1.8

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 71.8 %

前事業年度

平成17年3月31日まで

当事業年度

平成18年3月31日まで

平成16年4月 1日から 平成17年4月 1日から( ) ( )( )
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(昭和鉄工株式会社）

役員の異動（平成１８年６月２９日付）

（１）新任取締役候補者

　　執行役員 管理本部長兼総務部長

　　兼営業推進部長

＜新任取締役候補者の略歴＞

       寺倉　彰  （昭和２３年２月２７日生　　５８歳）

　　　　　　昭和４５年　２月 　当社　入社

　　　　　　平成　５年　４月 　空調商品事業部　営業推進部長

　　　　　　平成　８年　９月 　空調営業事業部長

　　　　　　平成１１年　４月 　空調・熱源事業部 営業部長

　　　　　　平成１２年　７月 　環境空調事業部 副事業部長

　　　　　　平成１３年　４月 　執行役員 営業統括部長

　　　　　　平成１５年　４月 　執行役員 営業開発・推進部長

　　　　　　平成１７年　４月 　執行役員 営業推進本部長兼営業開発部長

　　　　　　平成１８年　４月 　執行役員 管理本部長兼総務部長兼営業推進部長（現任）

（２）新任監査役候補者

＜新任監査役候補者の略歴＞

       飯田　久泰  （昭和１２年１０月２９日生　　６８歳）

　　　　　　昭和３６年　４月 　（株）東芝　入社

　　　　　　昭和４６年　４月 　当社 入社

　　　　　　昭和４６年　５月 　常任監査役

　　　　　　昭和４８年　５月 　取締役技術部長

　　　　　　昭和５８年　６月 　常務取締役

　　　　　　平成１３年　６月 　顧問

　　　　　　平成１３年１０月 　退任

       中村　一利  （昭和２２年８月３１日生　　５８歳）

　　　　　　昭和４５年　４月 　（株）福岡銀行　入行

　　　　　　平成１１年　６月 　同　取締役 営業統括部長

　　　　　　平成１１年１０月 　同　取締役 リテール統括部長

　　　　　　平成１２年　７月 　同　取締役 営業統括部長

　　　　　　平成１３年　６月 　同　取締役 本店営業部営業本部長

　　　　　　平成１５年　４月 　同　常務取締役 北九州本部長

　　　　　　平成１８年　４月 　同　専務取締役（代表取締役）（現任）

予定される新役職名 氏　　名 現在の役職名

            てらくら   　あきら

（株）福岡銀行  専務取締役（代表取締役）

常任監査役

取締役
寺 倉　　 彰

予定される新役職名 氏　　名 現在の役職名

            いいだ   ひさやす

飯 田　久 泰

監査役
           なかむら   かずとし

中 村　一 利



（３）退任予定監査役

氏　　名 現在の役職名

           いいだ   なおひろ
常任監査役

飯 田 　直 廣

            つる    まさずみ
監査役

津 留　正 純

以　　　上




